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論 文 要 旨 

既設橋の L2 地震動に対する耐震補強設計を行う際,既設支承の水平耐力が不足する場合には補強構造として新

たに水平力分担構造を設置する場合がある．しかし，その際に必要となる上部構造の補強に関しては明確な基準や

設計計算例が無く, 設計手法や補強構造は各々の設計者判断に委ねられている．載荷位置に補剛材を設置する補強

方法などが考えられるが，計算に考慮する既設部材の取り扱いなどは統一されておらず実際の力の伝達は不明瞭な

場合がある．本稿では，鋼Ｉ桁橋における様々な補強構造を考察し 3D-FEM 解析により補強効果の有効性について

検証した．3 次元的な応力伝達機構を把握することで，今後の鋼上部構造補強の新たな知見として活用していく． 

キーワード：3D-FEM 解析，鋼上部構造，水平力分担構造，耐震補強，補強効果 

ま え が き 

水平力分担構造の設置時における上部構造の補強が適切で

ない場合，水平力分担構造からの荷重により上部構造に損傷

が生じる可能性がある．地震時に損傷が生じた場合，安全性

が確認されるまでは通行規制を伴い緊急輸送路としての機能

確保が困難となる．上部構造の補強は適切に実施するべきで

あるが，明確な基準が無いため既設部材の照査項目，補強構

造および設計手法は設計者の判断に委ねられており設計者に

よって補強方針は様々である． 

上部構造に対する荷重伝達を詳細に把握する手段として，

3D-FEM がある． 3D-FEM はモデル作成および解析実行に膨

大な時間を要するため補強設計において橋梁毎の実施はされ

てこなかった．しかし，近年解析ソフトの精度向上やコンピ

ューターの性能向上により解析時間は短縮化され3D-FEMに

よる検討が比較的容易となった．さらに，国土交通省による

橋梁設計におけるBIM/CIM 原則適用の流れから，今後は 2 次

元設計ではなく 3 次元設計が主流になると予想される．以上

のことから，本検討では 3 次元設計の先駆けとして，鋼上部

構造に水平力分担構造を設置した場合の様々な補強構造にお

ける 3 次元的な応力伝達機構について新たに検討した． 

具体的には，下部構造に取り付けられた水平力分担構造か

ら鋼主桁へ荷重が伝達される際の応力伝達機構を3D-FEMに

よって解析し，荷重変位関係や 3 次元の応力分布を把握する

ことで効果的な補強構造について検討を行った．これにより，

設計者により補強方針が左右される鋼上部構造補強について，

補強効果が高い構造を考察し，今後の上部構造補強の新たな

知見とした． 

１．対象橋梁 

対象とする橋梁は，鋼 5 径間連続合成Ｉ桁橋とした．橋軸

方向の支承条件は橋台端支点の一点固定，その他橋脚は可動，

直角方向の支承条件は全箇所固定である．本検討で対象とす

る水平力分担構造は，直角方向の地震力に対し P1 橋脚上に

取り付けられた RC 突起構造に鋼製ブラケットを干渉させる

構造とする．解析モデルの単純化を図るため，水平力分担構

造は両外桁のみに設置した．P1 中間支点から水平力分担構造

の作用位置までは 600mm の水平離隔がある．当初計画の上

部構造補強案として，荷重載荷範囲に縦リブ設置を計画した． 

検討対象橋梁の適用示方書は S47 年であり，震度法により

設計されている．そのため，レベル 2 地震動に対して支承の 

表-1 橋梁諸元 

橋 長 303.280m 

支間長 5@33.500m 

上部構造形式 鋼 5径間連続合成 I桁橋 

図-1 対象支点 

図-2 水平力分担構造（RC突起構造+鋼製ブラケット） 
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耐力が不足する結果となり，水平力分担構造の設置を計画し

た．レベル 2 地震発生時は既設支承が破損し，鋼上部構造の

直角方向の慣性力が上部構造に取り付けた鋼製ブラケット

を介して RC 突起へ伝達し水平力に抵抗する．  

２．解析モデル及び解析条件 

（１）解析モデルの概要 

解析モデルは，3 次元非線形モデルとした．部材寸法や材

料特性を設定し，補強ケース毎の補強効果の検討を行う．本

検討では，支承周りの補強構造によって得られる上部構造の

補強効果に着目するため，モデル化の範囲は中間支点部から

起終点方向に各支間長の 1/4 範囲とし，下部構造のモデル化

の範囲は RC 橋脚の梁部のみとした． 

なお，着目部材は鋼上部構造であり，解析モデルを単純化

するため鉄筋コンクリート部材は線形材料とした．  

（２）要素条件 

解析モデルに使用する要素を表-2に示す．薄肉部材である

鋼材（主桁，横桁及び対傾構等）はシェル要素とし，鉄筋コ

ンクリート部材（RC 橋脚，RC 突起，RC 床版，壁高欄）は

ソリッド要素としてモデル化した．  

表-2 要素条件 

部材 使用要素 

主桁，横桁，対傾構，補剛材，鋼製ﾌﾞﾗｹｯﾄ シェル要素 

RC 橋脚，RC 突起，RC 床版，壁高欄 ソリッド要素 

 

図-3 解析モデルの概要と要素条件 

（３）境界条件及び拘束条件 

主桁中間支点の支持条件は，既設構造を再現するため支点

位置の下フランジ節点を鉛直方向にのみ拘束した．既設支承

の破損を考慮し水平支持機能は有していないものとした． 

拘束条件は表-3, 図-4に示すように，橋脚梁部下面は全方

向の変位，回転を固定し，主桁モデル端部は橋軸方向の変位

及び橋軸直角方向の回転を固定とした．RC 床版と主桁の境

界条件は，剛結とした． 

表-3 拘束条件 

支点 橋軸 
橋軸

直角 
鉛直 

橋軸

回転 

橋軸直

角回転 

鉛直

回転 

主桁支点 自由 自由 固定 自由 自由 自由 

橋脚梁部

下面 
固定 固定 固定 固定 固定 固定 

主桁モデ

ル端部 
固定 自由 自由 自由 固定 自由 

図-4 拘束条件 

（４）材料特性 

鋼材及びコンクリートの材料特性値を，表-4に示す．鋼材

の弾性係数は 2.05×105N/mm2とし，降伏点以降の二次勾配を

E/100 とするバイリニアとした．鉄筋コンクリートは線形弾

性とした． 

表-4 材料の特性値 

部材 材質 
降伏点 

(N/mm2) 

ﾔﾝｸﾞ係数 

(N/mm2) 

ﾎﾟｱｿﾝ

比 

主桁，鋼製ﾌﾞﾗｹｯﾄ SM490Y 355 205000 0.300 

横桁，対傾構，補剛

材 
SM400 235 205000 0.300 

RC橋脚，RC突起，RC

床版，壁高欄 
ｺﾝｸﾘｰﾄ － 30000 0.200 

（５）荷重条件 

荷重載荷方法は解析の収束性を考慮し，図-5に示すように

1 ステップ当たり 0.50mm の強制変位を RC 床版に作用させ

るプッシュオーバー解析とした． 荷重は，コンクリート橋脚

下面の全ての節点にかかる水平反力を合計した値である．な

お，目標とする荷重は水平力分担構造の設計荷重である

P=2430kN とした． 

図-5 荷重条件 

橋脚梁部下面を完全拘束 

（全方向固定） 
主桁・床版端部を対称条件 

RC床版，壁高欄：ソリッド要素 

上部構造に強制変位を導入 

鋼製ブラケット：シェル要素 

RC橋脚：ソリッド要素 

RC突起：ソリッド要素 

主桁，補剛材，対傾構， 

横桁：シェル要素 
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３．補強ケースおよび解析結果概要 

解析ケースは表-5,6 に示す 12 ケースとした．当初計画案

の CASE1 の結果を基に，応力性状，荷重変位関係を確認し

ながら CASE2-CASE12 の補強案を抽出した． 

表-5 補強ケース 

（１）CASE1：載荷位置裏面リブ補強案 

構造の簡素化を図った補強案である．荷重載荷範囲のみに

縦リブを設置し，対傾構の下弦材位置を固定点とした主桁の

面外方向曲げに対して補強を行う． 

検討の結果，初期段階で対傾構下弦材が塑性化した．その

後，支点上補剛材下部，既設主桁ウェブの順に局所的な塑性

化がみられた．初期勾配からの剛性低下は変位量 4.0mm 時点

において確認され，これは対傾構下弦材の一部が塑性化した

変位である．変位量 11.5mm 時点で最初の荷重低下が生じ，

最大荷重は変位量 14.5mm 時点で 1332kN となった． 14.5mm

以降再び荷重が減少したが，急激な耐力低下は確認されず，

変位の増加に伴って徐々に荷重が増加した．設計荷重に対す

る最大荷重の割合は 55％に留まり，載荷範囲のみの補強では

不十分であった(図-6)．対傾構と支点上補剛材に応力集中す

る傾向が確認されたため，これらの部材に着目しながら

CASE2 から CASE7 の補強案を検証した． 

図-6 荷重変位関係(CASE1) 

表-6 補強概要図 

（２）CASE2：鉛直補剛材補強案 

CASE2-1 は，面外曲げに対する主桁全体の補強および床版

への確実な荷重伝達を目的とし，載荷位置から上フランジま

で鉛直補剛材を延長した． 

検討の結果，対傾構下弦材が塑性化するまでの初期勾配に

変化は無く，剛性変化した後の勾配に変化が生じる．鉛直補

剛材から上フランジおよび床版に向けて応力が伝達するこ

とが確認された．最大荷重は 1719kN に上昇したものの設計

荷重には達しない(図-7,図-9)． 

①CASE1：載荷位置裏面リブ補強案 ②CASE2-1：鉛直補剛材補強案

載荷位置裏面リブを補強 主桁補強リブを上フランジまで延長

③CASE2-2：鉛直補剛材補強案 ④CASE3-1：対傾構下弦材補強案

主桁補強リブを上フランジ50mm下まで延長 対傾構下弦材を拡幅（板厚8㎜）

⑤CASE3-2：対傾構下弦材補強案 ⑥CASE3-3：対傾構下弦材補強案

対傾構下弦材を拡幅（板厚22㎜） ※対傾構下弦材の板厚増（板厚2倍）

⑦CASE3-4：対傾構下弦材補強案 ⑧CASE4：対傾構追加案

対傾構下弦材の板厚増（板厚3倍） 載荷位置に対傾構を増設

⑨CASE5-1：横梁追加案 ⑩CASE5-2：横梁追加案

載荷位置に横梁を2基増設
載荷位置、対傾構上弦材位置に横梁を2基ず
つ増設

⑪CASE6：鉛直補剛材+対傾構下弦材補強案 ⑫CASE7：斜材追加案

②CASE2-1 +⑤CASE3-2 載荷位置から斜め方向に斜材を2基増設

荷重低下の発生 

最大荷重：1332kN 

初期勾配からの剛性変化 

① CASE1 載荷位置裏面リブ補強案

② CASE2-1
鉛直補剛材補強案
※主桁補強リブを上フランジまで延長

③ CASE2-2
鉛直補剛材補強案
※主桁補強リブを上フランジ50mm下まで延長

④ CASE3-1
対傾構下弦材補強案
※対傾構下弦材を拡幅

⑤ CASE3-2
対傾構下弦材補強案
※対傾構下弦材を拡幅（板厚22㎜）

⑥ CASE3-3
対傾構下弦材補強案
※対傾構下弦材の板厚増（板厚2倍）

⑦ CASE3-4
対傾構下弦材補強案
※対傾構下弦材の板厚増（板厚3倍）

⑧ CASE4
対傾構追加案
※載荷位置に対傾構を増設

⑨ CASE5-1
横梁追加案
※載荷位置に横梁を2基増設

⑩ CASE5-2
横梁追加案
※載荷位置,対傾構上弦材位置に横梁を計4基

⑪ CASE6
鉛直補剛材+対傾構下弦材補強案
※②CASE2-1 + ④CASE3-2

⑫ CASE7
斜材追加案
※載荷位置から斜め方向に斜材を2基増設
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一方，実施工では上フランジと鉛直補剛材を現場溶接する

ことは困難である．CASE2-2 では，施工性を考慮して補剛材

と上フランジの間に50mmの隙間を確保した構造で検討を行

った． 

検討の結果，床版へ応力が伝達しにくい影響から，CASE2-

1 よりもさらに早い段階から荷重低下が生じ，荷重伝達機能

が不足することが判明した(図-8,図-9)． 

図-7 CASE2-1 Mises応力分布 

（変位 19.5mm・荷重 1719kN）

図-8 CASE2-2 Mises応力分布 

（変位 19.5mm・荷重 1491kN） 

図-9 荷重変位関係(CASE2-1,2-2) 

（３）CASE3：対傾構下弦材補強案 

CASE3 は，CASE1 にて応力集中が発生した中間支点上対

傾構下弦材の補強案である．CASE3-1，CASE3-2 では，CASE1

モデルの下弦材幅を 178mm からガセット幅 540 mm まで拡

幅し，下弦材幅の変化による影響について確認した．CASE3-

1 は下弦材の板厚は CASE1 と同様の t=8mm とし，CASE3-2

は自由突出板（補強プレート）の局部座屈による許容応力の

低減を回避するため，道路橋示方書 1）を参考に下弦材の板厚

を t=22mm とした．CASE3-3, CASE3-4 では下弦材幅は変更

せず，板厚変化による影響を確認した．CASE3-3 では板厚を

既設板厚の2倍（t=16mm），CASE3-4では板厚を3倍（t=24mm）

とした． 

検討の結果，下弦材の幅のみを拡幅した CASE3-1 に比べ，

板厚を増やした CASE3-2～4 でより耐力の向上が確認できた．

これは，部材幅よりも部材厚を増加させることが断面二次モ

ーメントに与える影響が大きいためである．また，CASE3-4

の最大荷重は主桁ウェブに鉛直補剛材を追加した CASE2-2

より 1.6 倍程度に向上しており補強効果が大きいことが分か

った．応力は対傾構斜材，主桁ウェブ，下弦材の順に再分配

される(図-10,図-11)． 

図-10 CASE3-4 Mises応力分布 

（変位 20.0mm・荷重 2401kN） 

図-11 荷重変位関係(CASE3-1～CASE3-4) 

（４）CASE4：対傾構追加案 

CASE1～CASE3 の結果では，水平力分担構造からの応力が

対傾構の下弦材に集中し応力伝達の支配的部材となってい

る．CASE4 では応力を分散させるため対傾構を 3 基に増設し

た案を検討した．  

検討の結果，中間支点上の既設対傾構に集中していた応力

が増設対傾構に分散されたことで，初期勾配のまま設計荷重

に近い 2316kN まで荷重が増加した．その後，3 つの対傾構下

弦材が同時に塑性化に伴う変形を生じ，急激な荷重低下に至

る現象が見られた(図-12,図-13)．その後，鉛直補剛材に応力

が再分配され床版に応力伝達することで荷重が再び増加し

ていく． 

床版に伝達 

（鉛直補剛材設置箇所） 

隙間を確保したことにより 

床版への伝達レベルが低下 

塑性化に伴う変形が無く荷重分配 

荷重低下 

板幅より板厚の影響の方が耐力

向上に対する効果が大きい 
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図-12 CASE4 Mises応力分布 

（変位 25.0mm・荷重 2435kN） 

 

  図-13 荷重変位関係（CASE4） 

 

（５）CASE5：横梁追加案 

CASE4 では，対傾構追加による補強効果が確認されたもの

の対傾構の追加は施工が大がかりとなる．CASE5 は，形状が

より単純で剛性の高い横梁を設置することにより荷重分散

効果を期待する案とした．CASE5-1 では既設対傾構下弦材の

両側に横梁を 2 本追加した案を検討した． 

検討の結果，初期勾配のまま荷重が増加し，1494kN で勾配

変化が見られた．横梁に応力伝達するより先に，隣接する既

設対傾構に荷重伝達したためである．(図-14,図-16) 

また，CASE5-2 では上弦材位置にも横梁を追加し合計 4 本

とした． 

検討の結果，上段の横梁に荷重が伝達されておらず，

CASE5-1 と同様に隣接する主桁間の対傾構下弦材に変形が

生じた．上段位置への横梁追加補強効果は小さい．(図-15,図

-16) 

 

 

 

 

図-14 CASE5-1 Mises応力分布 

（変位 20.0mm・荷重 2245kN） 

 

 

 

 

図-15 CASE5-2 Mises応力分布 

（変位 20.0mm・荷重 2287kN） 

 

図-16 荷重変位関係（CASE5） 

 

（６）CASE6：鉛直補剛材+対傾構下弦材補強案 

CASE6 は，鉛直方向および水平方向の 2 方向に対して補強

部材を追加する案とし，CASE2-1 と CASE3-2 の補強構造を

両方考慮した． 

検討の結果，対傾構斜材に塑性化が生じ、その後鉛直補剛

材，隣接対傾構の順に応力が再分配される．荷重変位関係は

CASE3-2 と同様に，変位の増加と共に作用荷重が増加を続け，

初期降伏後の剛性が向上する構造である．さらに，鉛直補剛

材による補強効果が加わり CASE3-2 よりも高い補強効果を

示した． 

補強効果が高いものの，設計荷重に達する前に隣接対傾構

が塑性化しているため，全主桁間に対して補強を行う必要が

あると考えられる．(図-17,図-18) 

 

 

 

 

図-17 CASE6 Mises応力分布 

（変位 20.0mm・荷重 2281kN） 

 

 

既設，増設を問わず 

下弦材に変形が生じる 

横梁より先に 

隣接対傾構に移行 

上段横梁には荷重伝達

しない 

横梁 

鉛直補剛材および対傾構下弦材による

荷重伝達効果 

鉛直補剛材による再分配 上段横梁の補強効果は低い 

隣接対傾構に荷重伝達 
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図-18 荷重変位関係（CASE6） 

（７）CASE7：斜材追加案 

 CASE7 は，床版側へ直接応力を伝達させることを期待し

既設対傾構の両側に斜材を設置した．斜材は荷重載荷位置と

隣接主桁ウェブを接続した． 

検討の結果，変位 2.0mm 程度で初期勾配から剛性変化し，

それ以降は一定の勾配で荷重が増加し設計荷重以上の最大

荷重が確認された．初期段階では対傾構下弦材に塑性化が生

じ，その後は横構，隣接主桁ウェブに応力が移行する．斜材

の設置により，対傾構下弦材に集中していた応力を隣接主桁

や床版に分散することができたと考えられる．(図-19,図-

20) 

図-19 CASE7 Mises応力分布 

（変位 30.0mm・荷重 2702kN） 

図-20 荷重変位関係（CASE7） 

４．まとめ 

（１）解析結果の妥当性

本モデルでは，鋼部材を非線形シェル要素でモデル化した

ことにより，塑性化に伴う応力の再分配の再現性を高め荷重

伝達を詳細に確認できた．また，従来より床版，中間対傾構

および横構が協働して水平荷重を分担する設計手法が採用さ

れているが，解析結果も同様の傾向がみられた． 

（２）解析結果の比較および考察 

全補強ケースの荷重変位関係を図-21 に示す．比較結果よ

り，CASE5-1：横梁追加案や，CASE4：対傾構追加案の降伏

荷重が高く補強効果が大きい．対傾構下弦材に集中していた

応力を，剛性の大きい補強部材に分散させることが重要であ

る．しかし，橋軸直角方向の水平力に対して，近傍の外桁側

に設置されている中間支点上対傾構の下弦材に応力集中する

傾向も確認された．これらは，初期剛性の変化や最大荷重に

影響を与える．隣接する対傾構に荷重が伝達し損傷箇所が移

行していくことも考慮するなど，補強設計時には留意が必要

である． 

また， CASE2,CASE7 の解析結果より鋼桁を直接補強する

だけでなく，荷重を床版に伝達させる補強構造が比較的効果

的であることが判明した． 

図-21 荷重変位関係（全ケース） 

あ と が き 

本検討では，水平力分担構造から鋼上部構造への荷重伝達

機構を把握し，効果的な補強構造について考察した．補強効

果の大きい構造を明らかにし，従来設計者判断とされてきた

上部構造補強について活用できる新たな知見を示した．  

ただし，今回の解析では床版の応力状態については着目し

ていない．鉛直補剛材追加や斜材，対傾構追加の補強効果が

大きいことから，剛性の高い床版への荷重伝達の影響が大き

いと考えられ，今後は床版と鋼桁の結合条件や実際の分担率

を考慮した検討が課題となる．その上で，補強部材の施工性

や地震後の共用性も踏まえ，合理的な対策の検討が必要であ

る． 
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